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○池田町の土地利用及び開発指導に関する条例施行規則 

平成23年３月28日規則第８号 

改正 

平成29年４月１日規則第４号 

令和３年３月19日規則第２号 

池田町の土地利用及び開発指導に関する条例施行規則 
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附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、池田町の土地利用及び開発指導に関する条例（平成23年池田町条例第１号。

以下「条例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（規則で定める町民等） 

第３条 条例第２条第３号に規定する規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

(１) 池田町にある土地又は建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）を管理、占用

若しくは使用する者 

(２) その他町長が適当と認める者 

（規則で定める近隣関係者） 

第４条 条例第２条第５号に規定する規則で定める者は、次に掲げる者とする。 
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(１) 町長が指定した自治会（池田町自治会規則（昭和39年池田町規則第５号）第１条に規定す

る「自治会」をいう。以下同じ。）の区域に居住する住民 

(２) 開発区域に存し、又は隣接する河川、水路若しくは排水路を管理する組織の代表者 

(３) 景観形成、環境保全その他に関する協定が締結されている地域で開発事業が行われるとき

は、当該協定を運営する組織の代表者 

(４) 町長が指定した自治会の長 

(５) その他町長が適当と認める者 

第２章 池田町土地利用審議会 

（組織） 

第５条 条例第12条第１項に規定する審議会（以下「審議会」という。）は、10人以内の委員で組

織する。 

２ 委員は、次に掲げる者について、町長が任命する。 

(１) 池田町議会議員 ２人以内 

(２) 池田町総合計画審議会委員 ２人以内 

(３) 識見を有する者 ６人以内 

（任期） 

第６条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員の禁止行為） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とす

る。 

（会長） 

第８条 審議会に会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名した委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第９条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って
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定める。 

第３章 土地利用調整協議 

（土地利用調整協議書） 

第11条 条例第20条第１項に規定する調整協議書は、様式第１号による。 

（軽微な規模の開発事業） 

第12条 条例第20条第２項第３号に規定する規則で定める軽微な規模の開発事業は、条例第21条第

１項各号に掲げる開発事業を除いた次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 建築物を建築する開発事業で、当該建築物の延床面積の合計が30平方メートル以下のもの 

(２) 工作物（建築物を除く。）を建設する開発事業で、当該工作物の築造面積が10平方メート

ル以下のもの 

(３) 土地の開墾、土砂の採取、鉱物の掘採その他の土地の区画形質の変更で、敷地面積が20平

方メートル以下又は当該開発事業の実施により生じる法面若しくは擁壁の高さが1.5メートル

以下のもの 

(４) 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積で、敷地面積が20平方メートル

以下又は堆積の高さが1.5メートル以下のもの 

(５) 道路、河川、公園、供給処理施設又は電気通信施設の管理者が、当該施設の維持、修繕そ

の他の管理のために行う開発事業 

（既存施設の変更等を目的として行う開発事業） 

第13条 条例第20条第２項第４号に規定する既存の建築物等の増築、改築、増設、改造又は用途の

変更等を目的として行う開発事業のうち規則で定めるものは、既存の建築物等のある敷地内で行

われる建築物等の建築又は建設（以下「建築等」という。）を目的とする開発事業で次に掲げる

全ての要件に該当するものとする。 

(１) 条例第21条第１項各号に掲げる開発事業に該当しないこと。 

(２) 敷地面積の拡張を伴わないこと。 

(３) 既存の建築物等の床面積（工作物の場合は水平投影面積）の1.5倍を超えないこと。 

(４) 建築物の用途を変更する場合にあっては、当該用途の変更が建築基準法施行令（昭和25年

政令第338号）第137条の17各号に掲げる類似の用途相互間におけるものであること。 

（土地の管理行為に相当する開発事業） 

第14条 条例第20条第２項第５号に規定する土地の管理行為に相当する開発事業のうち規則で定め

るものは、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
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(１) 土砂の採取など一時的に農業以外に利用することを目的とするもの 

(２) 仮設の建築物等の建築等又は廃棄自動車その他資材の保管で、30日を超えない範囲内で原

状回復するもの 

第４章 開発事業事前協議 

第１節 協議手続等 

（適用除外となる公共的団体） 

第15条 条例第22条第１号に規定する規則で定める公共的団体は、自治会とする。 

（開発事業事前協議書等） 

第16条 条例第23条第１項に規定する事前協議書は、様式第２号とし、同項の規定による提出に当

たっては、別表に掲げるもののうち町長が指定する図書を添付しなければならない。 

２ 事業者は、条例第23条第１項の規定による提出と同時に、公共施設の設置、管理、帰属及び費

用負担についての協議書（様式第３号）を町長に提出し、町長と協議しなければならない。 

３ 条例第23条第３項に規定する変更の届出は、様式第４号による。 

（事前公開の標識） 

第17条 条例第25条第１項に規定する標識（以下「標識」という。）は、様式第５号によるものと

し、その設置に係る費用は、事業者の負担とする。 

（説明会の周知及び報告） 

第18条 事業者は、条例第26条第１項に規定する説明会を開催しようとするときは、当該説明会の

日時及び場所を、標識に明示するとともに、通知、回覧その他の方法により近隣関係者に対し、

周知しなければならない。 

２ 条例第26条第２項に規定する説明会報告書は、様式第６号による。 

（開発事業に関する意見書） 

第19条 条例第27条第１項に規定する意見書（以下「意見書」という。）は、様式第７号による。 

（開発事業に関する指導書） 

第20条 条例第30条第１項に規定する指導書（以下「指導書」という。）は、様式第８号による。 

２ 条例第30条第１項に規定する規則で定める期間は、意見書が提出され条例第28条に規定する公

聴会（以下「公聴会」という。）が開催されなかったときは意見書の提出期間満了の日から、公

聴会が開催されたときは条例第28条第６項に規定する公聴会報告書の縦覧期間満了の日から、そ

れぞれ30日以内とする。 

（指導書に対する見解書） 
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第21条 条例第31条第１項に規定する見解書（以下「見解書」という。）は、様式第９号による。 

（開発事業事前協議終了通知書） 

第22条 条例第33条に規定する事前協議終了通知は、様式第10号による。 

第２節 公聴会 

（公聴会の開催請求等） 

第23条 条例第28条第２項に規定する連署の代表者（以下「連署代表者」という。）又は事業者は、

公聴会の開催を請求するときは、様式第11号により行わなければならない。 

２ 連署代表者は、前項の書面を提出するに当たっては、開発事業公聴会開催申出者署名簿（様式

第12号。以下「署名簿」という。）を添付しなければならない。 

３ 町長は、連署代表者から公聴会の開催請求があったときは、当該請求があった日の翌日から起

算して21日以内に署名簿を審査しなければならない。 

４ 町長は、前項の規定による署名簿の審査が終了したときは、速やかに、署名簿の縦覧の場所等

を公告し、当該公告の日の翌日から起算して７日間署名簿を当該署名簿の関係人の縦覧に供しな

ければならない。 

（公聴会の開催の公告） 

第24条 町長は、公聴会を開催しようとするときは、開催の日の14日前までに次に掲げる事項を公

告しなければならない。 

(１) 開発事業の概要 

(２) 公聴会の開催の日時及び場所 

(３) 公述の申出をすることができる期間 

(４) その他公聴会の開催に関し必要な事項 

（公述の申出） 

第25条 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、前条第３号の期間内に、開発事業公聴会公

述申出書（様式第13号）を、町長に提出しなければならない。 

（公述人及び参考人） 

第26条 公聴会の開催を請求した連署代表者又は事業者は、町長から公聴会に出席して意見を述べ

ることを求められたときは、これに応じなければならない。 

２ 町長は、公聴会の運営を円滑に行うため、前条の規定により公述の申出を行った者（以下「公

述申出人」という。）のうちから、公聴会において意見を述べることができる者（以下「公述人」

という。）を、あらかじめ選定するものとする。 
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３ 町長は、前項の規定により公述人を選定したときは、あらかじめその旨を公述申出人に通知す

るものとする。 

４ 公述人は、あらかじめ町長の承認を得たときは、代理人を公聴会に出席させて、意見を述べさ

せることができる。この場合において、公述人は、開発事業公聴会公述人代理承認申請書（第14

号様式）を町長に提出してその承認を受けなければならない。 

５ 町長は、必要があると認めるときは、公聴会に参考人の出席を求めて、意見を聴き、又は説明

を求めることができる。 

（公述時間） 

第27条 町長は、公聴会の運営を円滑に行うために必要があると認めるときは、公述人が意見を述

べる時間（以下「公述時間」という。）を、あらかじめ定めることができる。 

２ 町長は、前項の規定により公述時間を定めたときは、あらかじめその旨を公述人に通知するも

のとする。 

（公述の内容） 

第28条 公述人の発言は、その意見を聴こうとする開発事業の範囲を超えてはならない。 

（公聴会の議長） 

第29条 公聴会は、町長の指名する職員が議長として主宰する。 

２ 議長は、公述人の公述が公述時間を超え、若しくは前条の規定に違反したとき又は公述人に不

穏当な言動があったときは、その発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。 

３ 議長は、公聴会の秩序を維持し、その運営を円滑に行うために必要と認めるときは、傍聴人の

入場を制限し、又はその秩序を乱し、若しくは不穏当な言動をした者を退場させることができる。 

４ 議長は、公述の内容を明らかにするために、公述人に対し、質疑をすることができる。 

５ 議長は、前３項に規定するもののほか、公聴会の運営を円滑に行うために必要な措置を講ずる

ことができる。 

（公聴会の記録） 

第30条 議長は、公聴会が終了した後、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した公聴会の記録を作成

し、これに署名押印しなければならない。 

(１) 公聴会の開催の日時及び場所 

(２) 開発事業の概要 

(３) 出席した公述人の氏名及び住所 

(４) 公述人が述べた意見の全文又は要旨 
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(５) その他公聴会の経過に関する事項 

２ 議長は、前項の規定により作成した公聴会の記録を、速やかに、町長に提出しなければならな

い。 

第５章 開発事業審査 

（開発事業承認申請書） 

第31条 条例第34条第１項に規定する承認申請書は、様式第15号による。 

（池田町開発事業審査会） 

第32条 条例第35条第１項に規定する審査会（以下「審査会」という。）は、池田町総合計画企画

会設置規程（昭和47年池田町訓令第１号）第３に規定する者及び池田町土地改良区の職員をもっ

て組織する。 

２ 審査会の会長は、副町長とし、審査会の庶務は、企画政策課において行う。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名した者が、その職務を代理する。 

（規則で定める要件） 

第33条 条例第37条第１項に規定する規則で定める要件は、次に掲げる要件のすべてに該当するこ

ととする。 

(１) 条例第８条第１項に規定する土地利用計画と整合していること。 

(２) 指導書及び見解書並びに審議会からの意見への対応が十分であると認められること。 

(３) その他町民の生活環境に重大な影響を及ぼすおそれがないこと。 

（開発事業の承認等） 

第34条 条例第37条第２項に規定する承認通知は、様式第16号による。 

２ 条例第37条第３項に規定する協議継続通知は、様式第17号による。 

（開発事業の軽微な変更） 

第35条 条例第38条第１項ただし書に規定する規則で定める軽微な変更は、次の各号のいずれにも

該当しないものとする。 

(１) 事業者の変更。ただし、事業者の氏名若しくは名称又は住所の変更を除く。 

(２) 開発事業の目的又は用途の変更 

(３) 開発区域の面積の変更 

(４) 開発事業に関する設計の変更 

２ 条例第38条第２項に規定する軽微な変更の届出は、様式第18号による。 

第６章 開発事業に関する工事の手続 
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（工事着手届出書） 

第36条 条例第42条第２項に規定する工事着手の届出は、様式第19号による。 

（工事の完了時期の変更届出書等） 

第37条 条例第42条第３項に規定する工事の完了時期の変更の届出は、様式第20号によるものとし、

工事の中断又は廃止の届出は、様式第21号による。 

（工事完了届出書） 

第38条 条例第42条第４項に規定する工事完了の届出は、様式第22号による。 

（身分を示す証票） 

第39条 条例第43条第２項に規定する身分を示す証票は、様式第23号による。 

（開発事業に関する工事の検査済通知書） 

第40条 条例第44条第１項に規定する検査の結果が承認通知の内容に適合している旨の通知は、様

式第24号による。 

第７章 雑則 

（開発事業に関する勧告書） 

第41条 条例第45条に規定する勧告は、様式第25号による。 

（開発事業是正措置命令書） 

第42条 条例第46条に規定する命令は、様式第26号による。 

（公表） 

第43条 条例第48条第１項に規定する公表は、公告その他の適切な方法により行うものとする。 

（委任） 

第44条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成23年10月１日から施行する。 

附 則（平成29年４月１日規則第４号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月19日規則第２号） 

この規則は、令和３年10月１日から施行する。 
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別表（第16条関係） 

 図書の名称 明示すべき事項 縮尺 備考 

１ 開発区域位置

図 

(１) 開発区域を明示 2,500分の１以上 住宅地図の写し

でも可 

２ 公図の写し (１) 開発区域及びその周辺 

(２) 地番、地目、面積並びに所有

者の氏名及び住所を公図に明記す

る。 

500分の１以上 (２)については、

予定地と接する

土地についても

同様とする。 

３ 現況図 (１) 地形、近隣の状況、地盤高及

び植生等 

500分の１以上  

４ 計画平面図 (１) 区画割図（面積を明示） 

(２) 道路、給排水施設及び給排水

経路 

(３) その他公共施設等の位置 

(４) 建築等が予定されている建築

物等の位置 

(５) 緑地等の植栽計画（別図面と

する） 

500分の１以上 ４の(１)から

(４)まで並びに

５の(１)及び

(２)については、

必要最小限度の

図面等にまとめ

るものとする。 

５ 給排水計画図 (１) 給排水施設の位置、種類及び

形状 

(２) 勾配及び流水方向 

(３) 管径等（必要に応じて雨水排

水計算書） 

500分の１以上 

６ 造成計画図 現況、計画地盤面、切土及び盛土の

状況並びに造成の計画地盤高 

500分の１以上  

７ 各種構造物構

造図 

道路、水路、橋梁及び擁壁等 500分の１以上 縦横断面等（寸法

入り） 

８ 予定建築物等

立面図 

建築等が予定されている建築物等の

高さ及び外観等 

500分の１以上  
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９ 予定建築物等

平面図 

建築等が予定されている建築物等の

間取り及び床面積等 

500分の１以上  

10 各種計算書 排水関係及び擁壁の構造計算等 500分の１以上  

11 土地の登記簿

謄本 

 全筆分 協議申請時は写

しでも可能 

12 その他必要な

図書 

その他工事の概要説明に必要なもの 適宜  

備考 提出する図書は、町長が指示したものとする。 
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様式第１号（第11条関係） 
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様式第２号（第16条関係） 
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様式第３号（第16条関係） 
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様式第４号（第16条関係） 
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様式第５号（第17条関係） 
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様式第６号（第18条関係） 
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様式第７号（第19条関係） 
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様式第８号（第20条関係） 
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様式第９号（第21条関係） 
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様式第10号（第22条関係） 
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様式第11号（第23条関係） 
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様式第12号（第23条関係） 
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様式第13号（第25条関係） 
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様式第14号（第26条関係） 
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様式第15号（第31条関係） 
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様式第16号（第34条関係） 
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様式第17号（第34条関係） 
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様式第18号（第35条関係） 
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様式第19号（第36条関係） 
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様式第20号（第37条関係） 
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様式第21号（第37条関係） 
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様式第22号（第38条関係） 
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様式第23号（第39条関係） 
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様式第24号（第40条関係） 
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様式第25号（第41条関係） 
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様式第26号（第42条関係） 
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